
 

≪短信１：最近の新潟県技術委員会の注目点≫ 

「新潟県原子力発電所の安全管理に関する技術委員会」は、2020.10.26に『福島第

一原子力発電所事故の検証 ～福島第一原子力発電所事故を踏まえた課題・教訓～』

を花角英世新潟県知事に提出＜2020.10.27朝日＞。 

同報告書は、検証の目的に「事故の検証は、国会や政府等でも行われたが、様々な

立場から事故を徹底的に検証」することで「柏崎刈羽原子力発電所の安全に資するこ

と」を挙げていますが、「事故の検証から柏崎刈羽原子力発電所の安全に資する課題・

教訓を中心に抽出してとりまとめた」（下線筆者。以下同じ）ものの、「今後、本報

告で上げた課題・教訓に対する事業者等の対応状況を確認し…、原発事故等に関する

新たな知見が得られた際には、それらを踏まえて事業者等の対応状況を確認すること

も重要」として、課題・教訓は最終的に「事業者等（＝東電・国）の対応」に委ねた

ことから、肝心の柏崎刈羽６・７号機の安全性の検証・再稼働の是非判断がされてい

ないと、同委員会の委員・田中三彦さんは批判しています＜岩波書店「科学」2020年

11月号、12月号＞。また、田中さんは、課題・教訓の抽出についても、「７年間の議

論」が単なる「両論併記の報告書というもっとも退屈な種類の読み物に変わった」と

して、「いまは徒労感しかない」と述べています＜同 12月号 1126頁＞。【ちなみに

田中さんは、体調不良のため令和２年度第６回（Ｒ２－６）委員会で委員を辞任され

ました＜11.25議事録 42頁＞。非常に残念ですが、本当にこの間大変お疲れ様でした。

心より御礼申し上げます。】 

 

さて、同報告書には、田中さんが追及し続けた結果、筆者の最大の関心事である「保

安規定・手順書問題」の記述もいくつか盛り込まれていますが、それらに言及する前

に、本稿『短信１』（発言内容を正確に紹介するため長めに引用したので、『長信１』？）

では最近の議論の注目点を紹介し、【筆者注】でコメントしたいと思います。 

 

★東電は保安規定「運転上の制限」解除規定の存在を明言せず！ 

＜2020.6.5 Ｒ２－１議事録 ３０－３１頁＞ 

（田中委員）もう１つは、保安規定の問題で、運転中の５５℃／ｈというのは、今回、

いろいろなところで説明、保安規定があったからそれを守ったということでＩＣのシ

ャットダウンをしたり、そういうことに使われています。ところが、実際にはそうで

はなくて、緊急時には５５℃／ｈを無視してもいいみたいなことも、たしかそういう

判断を運転員の方がおっしゃっていたし、運用として、地震のときの運転方法にそれ

が書いてあったのだけれども、少し記憶がはっきりしません。いずれにしても、５５℃

／ｈを無条件にずっと適用するとうまく運転できないということがあったということ

が１つの学習であったと思うけれども、保安規定はこの５５℃／ｈの温度変化につい

て、何か意図的に文言を変えられたということはございましたか。 

（東京電力ＨＤ：上村ＧＭ）具体的な運転手順の話になりますので、保安規定そのも



 

のではなくて、保安規定の中で紐付く手順書の中でそこは明文化されてございます。

以上で答えになっていたでしょうか。 

（中島座長）田中委員、どうですか。今のご質問の意図としては、今回の教訓を受け

て何らかの改訂をしたのかということで、今の手順書の中で改訂されたというご回答

でよろしいですか。 

（田中委員）すみません。５５℃／ｈは保安規定に書いていないですか。明記されて

いませんか。 

（東京電力ＨＤ：上村ＧＭ）事故時にそれをどうするかという話は、具体的には運転

操作手順書のほうに記載されております。通常運転中のほうは保安規定には記載して

ございます。 

（田中委員）そこです。通常運転、５５℃／ｈでずっと、今回、事故であるにもかか

わらずそれを守り通そうとしたということがあったという問題です。そんなことにつ

いても分からない。まあいいです。 

【筆者注：福島第一の保安規定では、原子炉スクラム等の異常が収束する前は運転上

の制限（５５℃／ｈ）を遵守する必要はないと明記されていましたが、東電は、地震

後に自動起動した１号機非常用復水器ＩＣを運転員が手動停止したことについて、そ

れを遵守するためだったと正当化。上記質疑でも、東電はその点に触れることを徹底

的に回避しています。このような東電の不誠実な対応（答えになっていない答え）の

繰り返しにストレスを感じるのは筆者だけではないと思います。 

しかも、その後、Ｒ２－５資料１で、「2020.10.16保安規定第２回補正」において、

「重大事故等対処設備の運転上の制限等（LCO適用期間）の一部見直し等」がなされ、

「異常時・緊急時(*)」の「原子炉スクラムや，地震・火災等発生時の対応手順」にお

いて「(*)異常の収束を優先し，収束を判断するまでは運転上の制限（LCO）は適用さ

れない」ことが明記・強調されたことが示されています。】 

 

★無意味な大津波警報発令後・全交流電源喪失後の除熱開始手順への改訂！ 

＜2020.8.28 Ｒ２－３議事録 ３０－３２頁（下線筆者）＞ 

（田中委員）それからもう１つ、事故対応のときのことですけれども、…ＩＣ（非常

用復水器）の操作に関して、５５℃／ｈという有名な…運転基準というか保安規定に

書いてあるわけで、保安規定にはもう１つ、…非常事態や緊急事態のときはそれに拘

束される必要はないということがあって、今回の１号機に関していうと、ＩＣの運転

を５５℃／ｈで守り抜いたという話をずっと公式にはされてきているわけです。その

ことに関して、…地震がきて１４時５２分か忘れてしまいましたけれども、あのころ

から立ち上がっているわけだけれども、中央操作室は地震のために天井が落ちてきた

りばらばらで大変な状況だったということを伺っています。運転員の方も床に這りつ

いて指差しとかそういうことをしている。その中でもなぜ５５℃／ｈなのですかとい

うことを再三伺っているのだけれども、いつもそれに対する答えは、異常な認識はな

い、という言い方をされていました。１つそれに関連して伺いたいのは、あのときに



 

大津波警報は出ていたのですか、出ていないのですか。それからもう１つ、大津波警

報が出なくても、これは異常だと思って５５℃／ｈなどに拘束されずに運転をし続け

るという選択肢もあったと思うのだけれども、今回、大津波警報が出ない限りはまた

再びそういう５５℃／ｈに関して拘束されないとかというとっさの判断を運転員の方

がするということはないのですか。あのようなすごい地震がきている状況の中でも、

これは非常用電源が立ち上がっているので通常の事故対応でいいのだということで５

５℃／ｈを守り抜いたという。それで、守らなければまた別のことが起きた可能性も

あるわけだけれども、その辺の問題について教えていただきたいと思います。 

（東京電力ＨＤ：村野部長）この点については、田中委員とのディスカッションをさ

せていただきました。それから、設置許可のときのパブリックコメントなどにも類似

のコメントなどもありまして、社内でずっと検討してきましたものです。ご指摘のと

おり、保安規定では通常の起動停止では圧力容器の温度を５５℃／ｈで低下させると

いうことですけれども、スクラム（原子炉の緊急停止）が起こったときは必ずしも守

らなくてもよいという規定があります。今回、福島第一原子力発電所事故のときの状

況を申しますと、確かに大きな地震がきて外部電源が喪失したという状況ではありま

したけれども、非常用ディーゼルは立ち上がっていたという状況ですとか、それから、

プラントパラメータは予測できる範囲で推移していたということとか、安全系統も生

きていたということがありますので、運転員としては、この状態で通常の停止手順で

プラントを整定に持っていけると考えておりましたので、通常の手順に従って５５℃

／ｈで温度を下げていったということをアイソレーションコンデンサー（非常用復水

器）を使ってやったということです。 

（田中委員）今回のＩＣは柏崎刈羽原子力発電所にないのですけれども、考え方とし

て、５５℃／ｈに、あんな大きな地震でも、また同じことが起きても５５℃／ｈを守

るということですか。もし仮に大津波警報が出ていなければ。 

（東京電力ＨＤ：村野部長）すみません、少し説明が足りないところがありました。

今回、その部分は変更したという説明をしております。大津波警報が発令された場合、

それと…全交流電源が喪失した場合、この２つのケースについては、場合によっては

プラントを整定しなくなるおそれもあるということを念頭に、あらかじめ５５℃／ｈ

を守るというよりは、それを超えた冷却率で温度を下げていってもよいということを

手順に追加したということです。ですから、従前のやり方をやり通すというよりは、

そこはあらかじめ熱を下げていく操作をするということを手順に追加したという説明

をしております。 

（田中委員）要するに自由度の問題で、５５℃／ｈというのは基本的に熱疲労に関す

ることを考えているのだろうと思いますけれども、１回や２回５５℃／ｈを超えてや

ったとしても、低温の場合は話は別ですけれども、高い温度のときはそう大きな問題

はないわけです。そうすると、このように何か大津波警報で、その他諸々の条件がそ

ろわないとそれを破ってはいけないという固いものに見えるのだけれども、中央操作

室の状況とか当直長の考えでそれを自由にアドリブ的な運転をしてもいいのかどうか。



 

そのようにしてあるべきだと私は思うのですけれども、どうなのですか。 

（東京電力ＨＤ：村野部長）プラントの状況に応じてということがあります。もちろ

んそのとおりだと考えております。ただ、ここで申し上げたいのは、全交流電源喪失

時には使える設備がほとんどなくなるということがポイントになります。要は、蒸気

を使って冷却する設備とＳＲ弁を使って減圧して低圧にするという手段がとても限ら

れてくる状況です。そういう場合には、なるべく早い段階で除熱しておくという手順

を（ﾏﾏ）しています。そのほかの場合に、電源があれば、ほかの非常用冷却系ポンプ

がいくつもありますので、それを使って冷温停止に持っていけるということになりま

すので、限定した場合というよりは、むしろ電源があるかないかということが福島第

一原子力発電所事故のポイントになりますから、電源がある場合にはいろいろな設備

が使える、電源がない場合には限定的な手段になるので、あらかじめ熱を下げるとい

う考え方をしています。 

【筆者注：東電は、ここでようやく保安規定の運転上制限の適用外規定の存在を認め

ましたが、それでも、田中さんの「中央操作室は地震のために天井が落ちてきたりば

らばらで大変な状況だった…。運転員の方も床に這りついて指差しとかそういうこと

をしている。その中でもなぜ５５℃／ｈ」遵守なのかという指摘に対し、3.11地震で

すら「大きな地震」の一つでしかなかったかのように矮小化して、「外部電源が喪失」

しても、「非常用ディーゼルは立ち上がっていた」ことから、「通常の停止手順でプラ

ントを整定に持っていけると考えておりました」と運転員の判断を未だに正当化し、

3.11地震スクラムですら「異常な認識はない」と強弁しています。 

ところが、これは、保安規定第７６条第１項(1)で「原子炉の自動スクラム信号が

発信した場合」を『異常発生時』と定義していることに、明らかに反しています。 

そして、東電がそのように強弁する理由は、第 77 条(異常時の措置)第１項で「当

直長は，第 76条第 1項の異常が発生した場合は，異常の状況，機器の動作状況等を確

認するとともに，原因の除去，拡大防止のために必要な措置を講じる」、第２項で「当

直長は，前項の必要な措震を講じるにあたっては，添付 1に示す「原子炉がスクラム

した場合の運転操作基準」に従って実施する」、第３項で「第 76条第 1項の異常が発

生してから当直長が異常の収束を判断するまでの期間は，第 3節運転上の制限は適用

されない」、第４項で「当直長は，第 3項の判断を行うにあたって，主任技術者の確認

を得る」とされていることを十分（当然）認識した上で、１号機当直長（２号機も兼

務）が原子炉主任技術者の確認を受けずに異常状態（自動スクラム）の収束を判断し、

運転上の制限の適用を運転員らに求めた・認めたという保安規定への抵触（実際には、

全員が 3.11地震（＋外部電源喪失）に気が動転して、当直長は原子炉主任技術者に異

常収束判断を確認する必要があったことを思い出さず、運転員らは“自身初”のＩＣ

自動起動（炉圧の急低下＝急冷却）という事態に驚き、“それまで叩き込まれた”通常

運転時の圧力容器「急冷厳禁」規定を思い出し、慌ててＩＣを手動停止しただけ）を、

隠ぺいしようとしているからです。 

 東電は、柏崎刈羽では「大津波警報が発令された場合」と「全交流電源が喪失した



 

場合」は「なるべく早い段階で除熱しておくという手順」に一部変更し安全性が向上

したかのように説明していますが、福島原発事故では、「スクラム＋外部電源喪失」と

いう“異常状態が継続”していたにもかかわらず、ディーゼル発電機が自動起動し全

交流電源喪失を回避できたことに安心（慢心）して、「早い段階で除熱」に着手しなか

った結果、その後の大津波襲来で全電源が喪失してからは‘全くなすすべなく’早期

の炉心熔融・水素爆発を招いたのです。その教訓に鑑みれば、大地震後（＋外部電源

喪失後）には、大津波警報発令前・全交流電源喪失前の段階でも、直ちに除熱を開始

すべきことは明らかで、東電の上記手順書の一部変更は無意味です。】 

 

★東電は、3.11地震前も後も「地震手順書」をよく読まず！ 

ＩＣ手動操作時の「温度降下率」検証も実施せず！ 

＜2020.8.28 Ｒ２－３議事録 ３３－３４頁（下線筆者）＞ 

（田中委員）それからもう１つ、運転手順書は…けっこう頻繁に改訂していたことが

分かるわけだけれども、その中で、よく読んでみると、１号機に原子炉隔離時冷却系

などないのにＲＣＩＣ（原子炉隔離時冷却系）の手順が書いてあったりするというこ

とがあります。…そういうないものがくっついている手順書が延々と改定されずにそ

のまま残っていたとか、それからもう１つ、ＡＯＰ（事象ベース）のもので、２２章

に自然災害時の運転というものがあって、これまでずっと運転マニュアルに関する議

論がなされてきたと思いますけれども、自然災害の第２２章にとぶという話がどこに

もないのです。そこに、大地震時の対応ということ。あれは今回、どのような基準の

ときに第２２章へとぶとか、そういうようなガイドラインはできているのですか。 

（東京電力ＨＤ：村野部長）２つ目のご質問です。手順書にアイソレーションコンデ

ンサーと書くべきところが、ＲＣＩＣと書いていたという話で、我々のほうでも探し

てみたのですが、…２人がかりでいろいろ片っ端から見てみたのですが、見つからな

くて申し訳ないです（追記※１：実際には、平成２３年３月１１（ﾏﾏ）に適用されて

いた１号機の事故時運転操作手順書にはＲＣＩＣの記載がされていた。）。 

それから、もう１つの、第２２章の自然災害事故のマニュアル、事故運転時操作手

順の使い方ということですが、福島第一原子力発電所事故のときもこれは使おうとし

ておりましたし、一部使いました。例えば、人身安全を確認するとか。…ただし、プ

ラントがスクラムした後にパラメータを確認するとか、先ほど出たアイソレーション

コンデンサーを運転するとか、そういったプラント本体のほうを整定させなければい

けませんので、そちらに注力していたということです…。 

【筆者注：補足すれば、（脚注※１のとおり会合後に東電がようやく見つけた）田中さ

んの指摘箇所は、東電が「一部使いました」とした「第２２章の自然災害事故のマニ

ュアル」（地震手順書）で、いずれも１号機にはないＲＣＩＣ（隔離時冷却系：22-1E-13

頁）やＲＨＲ（残留熱除去系：22-1-2頁）が記載されています。改訂履歴から見ると

２号機地震手順書をベースに 3.11の前年 2010年 2月に作成した際の“修正漏れ”と

思われますが、この問題の重要な点は、それらの誤記が放置されていたのは、同マニ



 

ュアルを 3.11前に１号機運転員に全く教育・訓練していなかったため、と考えられる

からです（少なくとも“読み合わせ”をきちんとしただけでも誤記には気付くはずで、

筆者は前にも指摘しましたが、それでも気付かなかったのなら、そもそも１号機運転

員＝東電に‘原発の運転資格なし’です）。 

 また、東電は地震手順書を「一部使いました」としていますが、使った可能性があ

るのは人身安全確認の部分だけで、同手順書を参照するまでもない内容です（実際に

は、運転員は事故時に手順書を参照せずと明言）。そもそも同手順書の導入条件は「震

度５弱以上または、地震加速度区分Ⅲ（基準点地震加速度 45gal 以上）」で、3.11 で

はそのような地震が‘スクラムに先立ち’発生したのですから、同手順書を基本的に

参照すべきことは明らかです。そして、「地震により外部電源が喪失した場合は…第２

２章２２－１大規模地震発生（Ｅ）外部電源喪失の場合の項参照」と規定され、当該

手順では、原子炉水位低下時にはＨＰＣＩ（高圧注水系）を「手動起動」して給水（低

温の水を一挙に注入）し、原子炉圧力上昇時にはＳＲＶ（主蒸気逃し弁）を「手動開」

して「7.06～6.27MPa」に維持（減圧時には温度低下）することが定められていますが、

いずれの作動時とも「５５℃／ｈ以下」という制限は課されていません（地震手順書

22-1E-5頁：同制限はずっと後の手順で課されるものです）。そして、上記ＨＰＣＩと

ＳＲＶの働きを同時に果たす（代替）装置がＩＣですから、それが（原子炉水位と圧

力の維持のため）自動起動した場合には当然そのような制限が課されるはずはありま

せん。この時点でのＩＣ手動停止・手動操作の“許される言い訳”は「7.06～6.27MPa

への圧力維持」ですが、でもＩＣに不慣れだった運転員はこの圧力維持に失敗（手動

操作３回とも）しており、だから東電はその事実を隠し手動停止を正当化するため、

「５５℃／ｈ以下」を“動機・判断理由”として持ち出したに過ぎないと思われます。

以前から筆者は指摘していますが、３回のＩＣ手動操作時のいずれも同制限値を大き

く超過していますが、「手順書に基づき手動で適切な圧力制御を行っている」＜「検証

報告書」p.51の東電最終報告の引用＞と“主張”するだけで、その３回の温度変化率

を東電が自ら検証・公表しないのは、それが単なる“詭弁”でしかないからです。】 

 

★最後の手段（フィルタベント不能時）は「耐圧強化ベント」！ 

＜2020.10.28 Ｒ２－５議事録 ２９－３０頁（下線筆者）＞ 

（杉本委員）…格納容器ベントの優先順位は①ウェットウェル（Ｗ／Ｗ）ベント、②

ドライウェル（Ｄ／Ｗ）ベントとあります。確認なのですが、これはいきなりこうで

はなくて、その前のページにある代替循環冷却設備がすべて機能を失ったあとに格納

容器ベントを行うというふうな理解で、しかも、このライン、地上式フィルタベント

と耐圧強化ベントがありますので、万が一地上式フィルタベントが使えない場合は、

多分、最後の手段として耐圧強化ベントも使う。それもウェットウェルベントのライ

ンが確立できなかったら格納容器の破損を防ぐために、最後の手段としてドライウェ

ルベントで、耐圧強化ベントで放出するという理解でいいのではないかと思うのです

けれども、いかがでしょうか。 



 

（東京電力ＨＤ：山本部長）ご理解のとおりです。最初の段階、代替循環冷却設備を

使うように考えておりますが、万一使えない場合にはフィルタベント、それからフィ

ルタベントも使えないということになりましたら耐圧強化ベントですが、いずれにし

ても、ベントの場合はウェットウェルベントを優先して考えております。 

【筆者注：耐圧強化ベント使用問題＝大量の放射性物質放出の可能性は、この間、前

宮城県議・中嶋廉さんが繰り返し指摘されていたことです。筆者は、女川２申請書で、

「最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備として使用する場合の耐圧強化ベント

系は、炉心損傷前に使用するため、排気中に含まれる放射性物質及び可燃性ガスは微

量である」（2019.9.19 補正書 1049 枚目 8-5-115 頁）との記載より、炉心損傷後（シ

ビアアクシデント時）は手順書等で使用を禁止するものと思い込んでいましたが、同

様に格納容器圧力逃がし装置＝フィルタベント（2017.6.16 補正書 1043～1046 枚目

8-5-166～169頁の第 5.10-1図。第 5.10-2図は耐圧強化ベント）を備え上記と同文の

記載がある柏崎刈羽６・７（同書 984枚目 8-5-107頁）で、東電が最終手段として耐

圧強化ベント使用を明言していることからすれば、完全に間違いだったようです（中

嶋さん、本当にスミマセンでした！）。】 

 

★再稼働に不可欠な「使用済燃料ロンダリング（発生源隠し）」？ 

＜2020.10.28 Ｒ２－５議事録 ３７頁（下線筆者）＞ 

（東京電力ＨＤ：篠田原子力安全センター所長）使用済燃料の号機間輸送…を実施す

る理由ですが、…初期の１、２、５号機の運転によってどんどん使用済燃料プール(ﾏ

ﾏ)が増えていくものですから、当時、運転のまだ余裕のありました３号機、４号機、

６号機、７号機のプールに１号機、２号機、５号機の使用済燃料についても移して、

そこで保管するということを当時、発電所全体の運用として検討していました。…現

在は、逆に６、７号機の

使用済燃料プールの空き

容量が減ってきたもので

すから、これを元の号機

に移していくということ

で、発電所全体の運営を

確保していく…。＜図：

Ｒ２－５資料４の４頁＞ 

【筆者注：説明ではごまかしていますが、実際には６、７号機の使用済燃料プール（全

炉心の 390%。筆者の手元にデータなしですが、１炉心 950体程度？）の空き容量が「１

サイクル分」もない＜資料４の２頁＞、すなわち（再稼働後最初の）定検で交換する

使用済燃料（250～300 体？）の保管スペースがない、ということでの苦肉の策です。

でも、図をよく見ると、「元の号機に移」すとしていながらも、６号機では１号機由来

のものを３号機に移しています（１号機分は３号機に移すことが認められているため、

形式的には「６から１へ戻し、１から３へ移送したことにする」という使用済燃料ロ



 

ンダリング？）。結局、再稼働見込の立たない１～５号機（炉心に燃料装荷しないこと

＝廃炉？が、６・７再稼働の前提＜2017.12.27審査書 3頁等＞）は、使用済燃料保管

場所として“有効活用”する決断のようです。ちなみに、2019.9末時点での保管数（炉

心取出分を含む）は、１：2790体、２：3239体、３：3212体、４：3209体、５：3175

体、6:3410体、７：3444体ということですので＜「Handbook原発の今 2020」原子力

資料情報室、2019.12.15＞、移送後は、２：3619体、３：3250体、6: 3372体（六ヶ

所搬出が 2020 以降なら 3144 体）、７：3064 体でしょうか。でも、今回の移送後も、

６・７では「せいぜい２サイクル分の空き確保」に留まるのでは？ 

なお、女川原発での使用済燃料問題は、『鳴り砂』284､285､287号参照。】 

 ＜2021.2.6記 仙台原子力問題研究グループＩ＞ 

 


